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バイク便事業者に対する自主点検等の実施について

特定信書便事業又は貨物軽自動車運送事業を行ラ事業場においては、自転車、原動

機付き自転車又は自動二輪車を使用し信書の送達又は貨物の輸送を行うパイクライ

ダー等の労働者性については、平成 19年 9月 27日付け基発第 0927004号「バイシク

ノレメッセンジャー及びバイクライダーの労働者性について」により示されているとこ

ろである。

特定信書便事業等を行う事業者においては、配送業務に従事するバイクライダーの

中に、運送請負契約を締結しているものの、業務実態から労働基準法第9条に定める

労働者であると認められる事案がみられ、適正な労働条件の確保に向けた労働基準関

係法令の周知及びその遵守のための指導を行ってきたところである。

また、現在、貨物軽自動車運送事業としてバイク便事業を行うバイクライダー(総

排気量 125cc超のバイクを使用するパイクライダー)については、労災保険の特別加

^の対象としているが、今般、労災補償部において、総排気量 125cc以下のバイクを

使用するバイクライダーについても対象とすべきかについで検討を行うこととして

いる。

ついては、本省において、別添により自主点検を実施することとしているので、了

知願いたい。

なお、別途連絡する都道府県労働局においては、

-・監督指導を実施することとしているので、併せて了知願いたい。
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監督課長
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バイクライダーに係る自主点検等の実施について

平素より労働基準行政の運営につきまして、ご理解とご協力をいただき感謝申し上げま

す。

さて、 F意事業場におかれましては、自動二輪車{パイク)等を使用して特定イミ喪便寄葬、

に基づく信書の送達や貨物軽自動車運送事業に基づく貨物の輸送等を行っているものと承

知しております。

配送業務に従事するパイクライダーの中には、運送請負契約を締結しているものの、業

務実態から労働基準法第 9条に定める労働者であると認められる例がみられ、これまで適

正な労働条件の確保等に関する取組を継続的にお願いしているところです。

また、貨物軽自動車運送事業としてバイク便事業を行うパイクライダー(総排気量125cc

超のパイクを使用するパイクライダー)については、現在、労災保険の特別加入の対象と

していますが、総排気量 125cc以下のパイクを使用するバイクライダーについても対象と

すべきかについて検討を行うこととしております。

ぐ ついては、バイクライダーの労働者性に係る実態の確認及び適正な労働条件の確保とと

もに、災害発生状況及び災害防止対策の状況を把握することといたしまずので、別紙の自

主点検要領による自主点検等を実施の上、平成23年 12月比日(水)までに提出されるよ

うお願いします。

、



)5IJ紙

自主点検等実施要領

1 今回お送りしたのは次の3種類の点検用紙です。

(1) rパイクライダーの労働者位に関する点検結果報告書・パイクライダーの労働者性に
関する点検表J(別添1)

(2) r自主点検結果報告書・労働条件自主点検表J(別添2)
(3) rパイクライダーに係る災書発生状況等花関する調査票J (別添3)

2 パイクラ千ダーを使用していない場合は、下記提出先に電話又はFAX(別添4)にて、

その旨をご一報ください。

3 rパイクライダーの労働者性に関する点検結果報告書・パイクライダーの労働者性に
関する点検表J(別添1)は、貴事業場のパイ9クライダーについて実施してください。[手

順 1]

なお、排気量125cc以下の自動二輪車(パイク)を使用するバイクライダーと同 125cc

超のバイクを使用するパイクライダーとが、異なる就労実態(労働者か請負による事業

者か。)にある場合には、それぞれに勺いて、自主点検を実施してください。

4 r自主点検結果報告書・労働条件自主点検表J(別添2)は、貴事業場のパイクライダ
t ーが、別添lの自主点検の結果、労働者であると考えられるバイクライダー全体につい

て、自主点検を実施してください(注:}jIJ添1 (2) rパイクライダι の労働者性に関す
る点検表Jの末尾の※印を参照してください。)0 (手)1慎2]'

5 rバイクライダーに係る災害発生状況等に関する調査票J(別添3)は、総排気量125cc
超のパイクを使用するパイクライダーと総排気量125cc以下のバイクを使用するバイク

ライダーの双方と請負契約を締結している場合に記入ください。[手順3]

6 提出

よ記3から 5により作成した自主点検の点検結果報告書、調査票は、同封の返信用封

筒により次の提出先に郵送願います。[手)1展4]

[提出先(点検結果報告書、調査票)] 

〒100-8916

東京都千代田区霞が関1-2-2

厚生労働省労働基準局監督謀監督係(小林、中村、高橋)

電話:03 (3595) 3203 (直通)

FAX:03 (3502) 6485 

[質問等]

別添l及び2に関しては、提出先と同じ。別添3に関しては、以下のとおり。

厚生労働省労働基準局労災補償部労災管理課法規係(本問、小室)

電話 :03 (3502) 6292 

FAX:03 (3502) 6747 



【提出用】 【右のいずれかIこOを付すこと。→共通 ・ 125cc超用 ・ 125cc以下用】
バイクライダーの労働噴住に関する点穣結呆報告書

(平成年

事業場の名称、 |代表者職氏名

所 在 地 T且 事業の種類|

点検者職氏名 Llle_送早数

別添1 (1) 

月日)

人

* .5lIJ添の「バイクライダーの労働者性に関する点検表」の「点検項目」欄の該当番号を下表の「点検の結果」
欄に記入の上報告してください。
。なお、.5lIJ添の「バイクライダーの労働者性に関する点検表」は提出していただく必要はありませんが、後目、
点検結果について問い合わせをさせていただく可能性がありますので、点検表I土大切に保管してください。
本点検結果報告書を行政目的以外で使用することはありません。

点検項目 問番号 点検の結果

1 締結している契約の内容 1 

2 r使用従i毒性jに関する判断基準

(1) 「指揮EE督下の労働』に関する判断基準 1 
ア.仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾否の自由の有無

2 

3 

イ.業務遂行上の指揮笠督の有j去に無対す
(ア)業識の内容及び遂行方法l る指揮命令の有無

2 

3 

4 
れ

5 

(イ)その他 1 

2 

ウ.拘束性の有無

2 

3 

4 

5 

エ.代替性の有無 1 

(2 )報酬の労務対僕性に関する判断基準 1 

2 

3 

1 



点検項目 間番号 点検の結果

3 事業者性に関する要素

(1)事業者性の有具無の 1 
ア.機械、器 負担関係

z 

3 

イ報酬の額 1 

ウ.その他

z 

3 

(2)専属性の程度 1 
ア兼業の有無

2 

イ.報酬 1 

2 
r 

(3)その他 1 

ア.採用等の方法
2 

3 

4 

5 

イ 報酬について給与所得として源泉徴収を行っていること 1 

2 

ウ.労働保険の適用対象としていること
、

2 

3 

4 

エ.服務規律を適用していること 1 

オ.退職金制度、福利厚生を適用していること等 1 

2 

3 

2 



バイクライダーの労働者性に関する点検表

f労働者性j の判断基準 点検項目(該当する項目にOを付して下さいロ)

1 締結している契約の内容 1 従業員から労務の提供を受けるに当たP締結している契約は、運送請負契約
ですか、それとも労働契約ですか.

2f使用従属性j に関する判断基準
(1) r指揮監督下の労働」に関する判断基準

ア，仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾否の自由の有無

|労働契?である |運送自で約である|

※ rlJ4ぞ欝択していただいた事業主の方につ誉主してI士、本点柑は終了です"

国記(~)]

1 運送鱒負契約を締結しているパイクライダーが依頼した仕事を拒否する自由が認められていますか。

認められていない 認められている

1 2 

2 パイクライダーが仕事の依頼を拒否することに対し、何かペナノレティーがありますか。

ペナルティaー S ベ J イ(-1l't~ ， '1 I 具体的な内容 i 

3 パイクライダーが事実上、仕事の依頼を拒否している事例はありますか.

事倒はない 事例がある

1 . I 2 

イ.業務遂行上の指揮監督の有無ー
I (ア)業務の内容及び遂行方法に対亨.;5蒲罪事[~%あ者京国間ー- h--g苔薬務I;'."OOCぞJ信3新作成芳桑了孟丞芳忌~t詩帯電吉右右下有吉弘3部顧客6援連!jjf厨子右手引吾ー

定めています治、

l 定め:いる i 定めてない i 
1 

2 パイクライダ」に対し、運送経路、運送方法、接遇等について研修を行っていますか。
1 

研植を行っている軒皆を行っていない

1 2 



3 バイクライダーI士、営業所等に配属され、営業所長等から指示を受けていますか.
/' 

I 受けている 受けていない
1 

1 2 

t 
4 パイクライダーに運送経路、出発時刻、運送方法等について具体的な指示をしてますか。

I 

|指示をしている 1指市をしていない!
1 2‘ 

5 パイクライグーに出発時刻等を携帯メーノレ等により逐一報告させていますか。

行っている， 行っていない

1 2 

((イ)その他
ーーーーーーーーーーーー一一ーーーーーー---ーーーーーーーーー---ーーーーーーーーー---ーーー

I 
。配送業務以外の業務の有無 1 パイクヲイグーに配送業務以外の業務に従事させていますか.

1 

|従事させている |従事させていない|

1 2 

z パイクライダーに会社のスタyア業務を手伝わせることがありますか。

手伝わせる 手伝わせない

1 z 
ウ.拘束性の有無 1 日々の回送業務に必要な配送員数は決められていますか.

l決めでている!決めウ恥
2 バイクライグーの就労日・就業時間等を具体的に定めていますか。

定めている 定めていない

1 2 

3 パイクライダーに毎日、営業所に出所・帰所を義務付けていますか.

|義務付けている l義務付けていない l
1 2 

4 パイクライダーの日々の出動状況は出勤簿等により管理していますか。

管理している l管理すない|
1 

z 



5 パイクライダ に居所、業務状況、休憩時間について携帯メール等で報告させていま
す九

| 報告させている |報告させていない|
1 2 

エ代替性の有無 1 パイクライダーに第三者に対する再委託を認めていますか。

認めている

2 t 

(2 )報酬の労務対償性に関する判断基準 1 パイシクルメッセンジャー等の報酬を完全歩合制としていますか。

|完全歩合制でない 完全歩合制である|

1 2 

2 基本歩合串のほか、皆勤、遅刻・欠席等により加明・減岬歩合等が定められていますか.

定めている てない|〔具問内容
l 

3 バイクライダーに定の報酬保障がありますか.

ある ない

r、 1 2 

3 事業者性に関する要素
(1)事業者性の有無

ア機械、器具の負担関係 1 自転車・パυfクは、パイクライダーの自己負担ですか.

|自己負ナペ自でである|

2 パイクライダーが各自で営業用ナンパー(若しくは有償還送許可)を取得しています治~

会社で取得 各自で取得

1 2 

3 バイクライダーが使用する機材等で、会社で負担しているも.のはありますか。

ある ない I[具体…
1 2 r 

イ.報酬の額 1 パイクライダーの報酬水準は、正規社員と変わらないですか。

低額であるか又は 高額である 〔具帥余り変わらない

1 2 

3 



'. 

ウ支そ謡の選他手子宝(J)損害1i":B子Z貰荏ー日ーーーー---戸ーーーー一“ー ー---ーーーーーー目目ーー------ーーーーーー--ーーーーーーーーーーーーー』ーーーーーーーー
1 第三者に与えた損害は、パイクライダーが賠償することとなっていますか。

! なっ?、ない
ーーー回目目目ーーーーー回目ーーーー"ー四ーーーー園田田町ーーーー四ーーー園田ーーー園田四ーーーーー;蕊百O)TI討存使用ーー園田回目戸ーーーー回目--------国----問
2 バイクライグーに独自の商号の利用を認めていますか.

認めていない 認めている

l 2 

3 パイクライダーの自転車・バイクに会社のロゴ使用を義務付ていますか。

t 
l 韓務付けている l議務付けていない
1 z 

(2 )専属性の程度

ア.兼業の有無 I l パイクライダーに兼撲を禁止していますか.

禁止している
|禁止し;いない|

1 

2 実際、兼業しているパイクライダーがいますか.

いない いる

1 2 

イ.報酬 、 1 パイクライダーの報酬に固定給部分があり重すか.

ある ない

1 2 

2 パイクライダーの生計を維持するだけの業務配分を行っていますか.

行っている 行っていない

1 2 

( 3)その他

ア.採用等の方法 l パイクライダーの採用は、正規担二員と同じ手続ですか.

同じである 同じではない

1 2 

2 バイクライグーの採用に当たり、正規社員と同様の面接を行っています方、

行っている 行っていない

1 2 

4 



3 パυイクライダーの採用の諾否は会社側にありますか.

l 刊こ~ 会社側にない

2 

4 パイクライダーの採用について、正規社員と異なる前提条件がありますか。

| 前提条件がない |前提条件がある | 

1 2 

5 バイクライダ}の契約解除は、正規社員四解雇手金と同じですか。

同乙である 同じではない ι 

1 2 

イ.報酬について給与所得として源泉徴収を行っていること 1 パイタフイダーの源泉徴収を行っていますか。

行っている 行っていない

1 2 

2 パイクライダーの所得は、毎年事業所得として確定申告することになっていますれ

な勺ていない なっている

1 2 

'7.労働保険の適用対象としていること 1 パイクライダーに労働保険が適用されていますか.

されている されていない

1 2 

2 パイクヲイダーは、労災保険に特別加入していますか。

|加入し:いない|
加入している

2 

3 パイクライダ}に対し、損害賠償保険の加入を契約条件としていますか.

していない している

1 2 

4 社会保険はパイクライダ}の個人が手続することとなっていますか.

なっていない なっている

1 2 

5 



エ.服務規律を適用していること 1 パイクフイグーに服務規律が適用されていますか。

|適用さfている|適用ウ如、|
オ.退職金制度、福利厚生を適用していること等 l パイクライダーに退職金制度がありますか.

ある ない
/ 

1 2 

2 パイクライダーに対し正規社員と同様の福利厚生が適用されています由、
、日

|適屈で吋|適用さすいない|

3 パイクライダーを正規社員と同様、通常の労働者と認織していますか.

認識している |認識し;いない|
1 

※ 点検結果において、 r 1 Jに該当する事項が多い場合には、バイクライダーが労働基準法上の労働者と認められる可能性がありますので、この自主
点検の結果から労働者性が認められることが確認された場合には、現在の労働条件等が適切かどうか、別添2による自主点検の実施をお願いします。

3 

6 
毛'

、」



[提出用1 自主点検結果報告書
別添2 (1) 

(平成年月目)

事業場の名称 l 代表輔氏名
所 在 地

T乱
事業の種類

点検者職氏名 J 労働者数
)人

キ 「労働者数」欄の()にl士、パート生イム労働者を使用している場合、その人数を内数として記入してください
(なお、 「パート告イム労働者Jとは、通常の労働者より週所定労働時間が短い方をいいます。)。
自主点検の結果について、lJlJ添の「労働条件自主点検表」の「点検の結果』欄の該当番号を下表の「点検の結果」

欄に、改善を要する場合の改善予定日を「改善の予定」視に、それぞれ記入の上報告してください。パート書イム

労働者を使用している事業場においては、点検項目において、 (1)通常の労働者と (2)パート事イム労働者と

に分かれているものについて、それぞれ「点検の結果J又は「改善の予定」を記入してください。

なお、別添の「労働条件自主点検表」在提出していただく必要はあψません。
本個表を行政目的以外で使用することはありませんヨ

点検項目 点検の結果 改 善 の 予 定

'1 (1)通常の労働者

1 労働条件の明示 (3~5 の場合) 平成 年 月 日

(2)パート9イム骨髄

2 有期労働契約 (3、4の場合)平成 年 丹 日

(1)透常の労働者 (3~5 の場合) 平成 年 月 日

3 ナ世議ま思IJ

(2)パートPイム骨園者 (3の場合〕 平成 年 月 日

4 獄業規則・時間外労働協定等の周知 (4-、 5の場合)平成 年 月 日

7 下記イ以外の
(2、3町場合) 平成 年 月 日|事業場

5 庁徒労働時間 イ労働者数10人

未満の商業接
(3の場合) 平成 年 月 日

客娯楽業等の事

業場

.，. 

6 1か月単位の変形労働時間制 (2、3町場合) 平成 年 月 日

7 1年単位の変形労働時間制 (2、3の場合) 平成 年 月 日

B 休憩時間 (1、3の場合) 平成 年 月 日

9 所定休日 (7の場合)平成 年 月 日

10 時間外労働・休日労働に関する協定 (3、4の場合) 平成 年 月 日

11 労働者代表の選出方法 (3、4の場合) 平成 年 月 日

12 賃金控除 (3、4の場合) 平成 年 月 日

1 



(1)支払 (2、3の場合) 平成 年 月 日

13 最低賃金
(2)最も賃金由

一一一一----ー

円
似し情時額

(1 )時間外労働
( 2-日町場合)平成 年 月 日

深夜労働
14害躍詮

(の休日労働 (2-6の場合) 平成 年 月 日

15 6C貯高齢寄贈賃金率 % (50目未満哨) 平成 年 月 日

(1)通常の労働者 (2、3町場合) 平成 年 月 日

16年次都合休暇

(2)パート合イム淵者 (2、3由場合) 平成 年 月 日
‘ 

17町占単位年休 ( 3町場合) 平成 年 月 日

(1)通常の労働者 (2-4の場合) 平成年 月 日

18健康診断
(2)パートタイム労

(2-4の場合) 平成 年 月 日
働者

、¥

(1)設置等 (3、4の場合) 平成 年 月 日 1

19 衛生委員会 (2)開催 (2-4の場合) 平成 年 月 日

(3)意見聴取 ( 2の場合) 平成 年 月 日

(1)実施 (3、4の場合) 平成 年 月 日
20 国市による面接
指導

¥ 下¥¥(2)人数 人

ーーも圃恒国..ー・幽・・._--値・・・-------------------------(2の場合由理由)
(1)制度の有無

21 闇市による面接
指導 (20以外)

( 1の場合①、②、③( )時間〉

------------------------骨聞ーー-----・ー...司ー旬..
(2)具体的内容

(3の場合の具体的内容)

22労働者名窯賃金台帳の作成 (2、3の場合) 平成 年 月!日

2 



n労働保険の加入 ( 3の場合)平成 年 月 日

24館彊 (3、4の場合) 平成 年 月 日

25退職侍等の証明 (.3、4の場合) 平成 年 月 日

26飯事雪翠由の証明 (3、4の場合) 平成 年月 日

ホ 以上の点検の結果、労働基準監督署が行う次の説明会に参加を希望される場合には、 0を付けて下さい(いくつで
も結構です。)。
1 労働基準法の説明 2 就業規則の作り方 3 各種労使協定の締結の仕方

4 その他( ) 

3 



(別語)

労働条件自主点検表
別措2(2)

自主点検制度は、使用者が事業場における労働基準関係法令等由選守状況を自ら点検し、その把握した問題点に
応じ、自主的な改善を図るためのものです。

点検項目 | 点後の結果 ' 

1労働条件の開示

9守備契約を締結するに当たり、労働時間、賃金.
退臓〈解雇の事由を含む.l.安全衛生等の労働

条件を労働劃=封し開示していますか.この場舎

において.労働時間、賃金等に関する事項につい

て書面を交付していますか.

〈注〉パ トタイム労働者とl志、通常の労働者より週所定

労働降IlI¥nt短い労働者o己とです.

12 有鋼労働契約〈期間を定めて締結された労働契約}

宥羽契約労悌者を使悶して1いますか.

また、有期契約労働者に対して.講談契約の期

聞の讃7時における当践誕約1=係る夏舗の有無.

3更新する場合又Iましない場合の判断のお継を明示
していますか.

改善の予定

通常の労働者及びパートタイム労側者について

3-5について、改善が必要です.

労思契約の締結時に".パートタイム鍔働者を含むすべての労働者に対し労働

時問、実金、退職【解雇の事由を含む.l、健全衛生等の労働条件を明示しなけれ

lまなりません.特に、労働契約期間.始業・終案の時刻、所定時間同ト労怖の有無等、
賃金の決定.計算.支払の方様及び賃金の締切り、支払の時期等、退聡〈解雇の

事'"を含むJについては、書留を交付しなければなりません(労働基噂箆【以下

『法Jといい京1'.)第15条l.

総務付している「労働条件通知書Jを活用してください.

3、4については、改善が必要です.

有制労働契約の締結、更紛及び厳止めをめぐるトラブルの防止や解決を図り有期l
労償契約が労使双方から良好な雇悶形織の1っとして活用されるようにするとの慨点i

か弘「有織労側契約の締結.更新及び雇止めに関する穫噂J<平成15年lOJUz日厚囲

労旬輸省告訴策'"号}が策定され.有期契約労働者!こ対して.自敵契約の期間の満了l
時における省鉄契約に係る更新の有続、更新する場合又lましない場合の判断の盆掌， I 
を明示することなどが定められて山ます J

J 



点検項目 点検の結果 改善の予定

3 説家規則

8見集規則(労働時間.休日、体閥、休暇‘貫 (1)通常の掛偶者について (1)通常の労働者J::ついて

金の定め方及び文弘方法.退職(解雇の本自 常10時人未使用演すでるあ労る働者が 常時世用する労働者志向。人以よいる fs常m時Sについては改普が必要です.
を宮む.)等‘封働条件の具体的細目を定めた 10人以上回労働者fパートタイム労偶者を含む.)を使用する事車場で1<、 『、

線別3を作成してい容すか.

就作る賢出内に合調成署て容書あっ規し!もこてて実』則届人監い情けを て就作督が薬箇い業成署七剤.内なあ銀にし三容いて届る食R陪EがっけZ 
就作る署てがL業成にな.届錦し監ていけ則督ゐ出を

就作ない成業規しτ則いを パート告イム労働者(0適用されるものも含め就業規則音作成し、所轄労働基串監

また、就業規則的内容が臭障の勤務白状現 督署長に雇lす出な1すればなりません.また、実際の勤務体系が変更され就来線削

に合っていますか. の内容と合わない場合l弘就象縁側を変更し‘届け出る必要が明ります{法第89!!長】.

すなるお労.鍋就組業合線が開あjのる作場成合又にlまお変い更てに当たって1>.本来場の労働者の過半数で組織
場合 、てはその労働組合、このような労働組合が牟い場

合においては事業場白骨偶者の過半数を代表する者[以下「過半数代表者等』とい

2 3 4 E 
います，)の意見を聴<æ;喪があります【法第90~).

ノ

l平成 毎 月 毘lまでに鉱業続則を作成惜吏〉し、届け出るとともに.全員
に周知します.

【2)パート書イム労働者について

議襲撃戸禰需
3については改善が必要です.

l監詰器禁l
|平成年月 日|までにパー同イム労働者同翻帥硝醐鵬作成

[変更}し、届け出るとともに、全員に周知します.

4就象規則・時間外労働協定等の周知

就業緯則，時間外労冊協定等法令で定めているもの 周知している 4、自については、.. 普が必要です.

を、常時各作業場の見やすいところに掲示するなどに

作やへは業すの備場い帰付場の来け所見又
労.，偶iti者のへ交の付

電を常能労子時駒確デ者ー惚hタ可e 
そ法の他の方

周ない知していより、労働者10周知していますか.

1 2 3 4 s 

2 



点検項目 点検の結果 "普の予定

5 所定労櫛時間

1迫の所定労働時間{体感誇問、所定時間外労 ア下血イ以外の事業績....・2.3についてI~.、改善が高要です.

醐…ん一… E0開以下 1時間越え44時間以F4a~1 イ労働者数1
すか. ・咽"3については、改善が必要です.

[て接政労な〈客…だ伽お燥さ、者機い具数業.体ζ的0つ人改い未釜て…満方はの法、商題相業4ご4つ時検い間薗てと・は漢な.創っ都第て業進い{晴府険ま県菌す}鈴製{法た働作第局業4又を0除糸…は〈川ヲ守J備、議保場健監衛賢生劃家及tぴ栂

|平成年月 81 ""に|適 時間以内| とします.

a 1か月単位の定形労働時間割

市かR単位の変形労働時間制を線用している 議い定る率副本金て定めて 法いτ定は事定項めのてう為ち市ー部二つ 法定定め事t項、おにいついては傘1[代2な一、表3お者に.つ等之いとののて労J防健弘…の協改労定善使にが繍つ必定い附要のてでI締Aす結時.所が純必労要憐でに釜すは第.監{就法督州第署3長2換l都この届Z定け}出める必一要があり段ます.場合r=‘肱躍緯則等で次由法定事項が定められ い ， 

てい奮すか.

①各日の拍2韓国特集時刻 2 

@所定休日

@夜帯期聞の起算目

また‘持慎協定による塙合に1<.その労憧協定'

によ認③@のほか士議定事項である各8'各週

の労働時間、変形期間、泊定の有効織日前が定め

られていますか. |平成 年 R 4割に蹄規則等で腕し訂.

7 1年単位の変静労働時間制

1年単位の夜形労働時間制を採用している場合 労をし使て協い定るを締結し、届出労が使.眉悔凶定Iはまし締て結いしなてLいる労ぃ使舗定を肺結していな I _弘31::'''いては、改善が必要です. 、
に.労使協定を締結し、所轄労働益事監督署長へ 、 If 1年単位の家形労拠時間制をとる場合同志、次の法定事項を講たした労使協定を.. 
届け出ていますか 11 結し所轄労働基準監督署長に届け出る必要があります{法惇32島田4.法第32阜の

ー-'-一一』

4のZ】.

。対像卦'曲者の属図

@封書t期間及び起算日

@特定期間[特1=宗務の繁忙な期聞を特定期間として定める己とがで曹ます.1

@労働日及ぴ労限目ごとの!!l岡崎間
-対車期聞が3か月を超える場合に"、対象期間における賛同日撤の限度があり

ますれ年間280B等).

，・対象期間における1日及び1週の限度がありますれ日10時間、 1遇52時間.

ただし‘対象期聞が3か月を超える場合I::r~・固定の制限があります.).

'連続労働日教の隈度がありますl特定期間12目、特定期間以外白日1.

@労働日及び労働日ごとの労働時間叩持定の特例

ー封換期間を1か月以上ごとに区分して.労働日及び労働日ごとの背働時聞を定め

ることができます.この場合lま.l智使協定で"量初の期聞の労冊目及び労働日ご
との労随時間.最初の期聞を隊〈各羽田問の労働回数及び総労働時聞を定めなけ

ればなりません.また、当践各期間の労冊目及び労働目ごとの封臨時間Iま当践

期間の初日の少なくとも30日前には定めなければなりません.

⑥労使協定の有効期間

@割増究金

法第37粂の規定!こ義づく割地賃金のほか.労働させた期聞が対象期間より短い

労働者[対車期間の途中で退略した者や採用された者等}については、その使用

されな期間を平均して1坦聞出たり40時間を超えた労働について割増賃金の文

¥ 払が必要です.

k l平成年 月 司までこ労使協定量締結し閥労働蝉箆輔副調け幽ま
す.

》 U 

ア

~ 



点検項目 点検の結果 ‘司k普の予定

g休臨時間

体怠時間をどのよ引=定めていますか. 実間&際を超のえ労8働時時間間以が下6の時場 実を超隠えのて労い働る時場間合が8降聞 1、Sについては、改善が必要です.

〔と労畑も6鋤醐o崎棚分間附附の均が問体守恕時周を与えなけれlぽ£なりません{法擁34条}λ• 45分来溝 45分以上 60分朱溝I60分以上

1 z 3 4 
|平成年 月 ~までに、時どおり開時間を与辞す.

自所定休日

所定体日をどのように定めていますか. 7については、'"普が必要です.
遺体記日制 週休1日制 その他 [休日は少な〈とも毎週1日又出週間を退出回を与え私1すれlまなりません惜蜘厄

完全《毎
月a周 腐還 111-2 週1日 4事4珂

4週3目
週) 回 以下

市 2 3 4 5 6 7 
|平成主 月 日ま明=、法制何時となるよう改善します.

10時間外労働'体日労耐1=関する協定

臨襲障時
法定労制時聞を組える時間舛労働及び法定休日に

瞳襲撃結]
おける休日労働を行わせる場合1=、時間外労働・休日

貯働に関する協定を締結し、南鞄労冊基.. 監督署長

に届け出ていますか.

また‘己の協定の締結に当たってIi".r時間外労輯
の限度に闘する基準』に適ぎしたものとなるようにし

ていますか.
lていない

3 
『時間外労働の限度に聞する基準』 【単位:時間}

2 4 
1遣問 2週間 4週間 可か月 Zか月 3か月 1年

般労働者 15 27 43 45 .， 120 360 

1年変形制 市4 25 40 1 42 75 110 320 

注注21}}『「ー1年般変労形働劇省』Jととはは.対r，録a事期n印aasa別esJか以月併をの超労え働る脅1年のこ単と位でのす波.形労働時間制の対

象労働者のごとです.

注3)よ院の去を超えτ労刷古せるZとが可能ないわゆる特別条項付出定を締結する

IJ合、その翠自1弘ー略的又lま突発的1=限るものであり、全体として1年の半分を

超えないことが見込まれるものです.

， 
|平属 年 月 日間1=、時間外労働・体国労倒閣する協定を締結し、届け出制

可1労働者代表の週出方法

Sの就謀説"1の作成・変更lこ当たって、労働者の過 |鵬る選挙等によ
労のに働よ括る者合信初い任互害事

亭ら祭叫指場名側か
貌動代表隆的会者に決を等咽自定

曜器器等監)
半離を代表する者の意見を聴〈場合並び1=6，7及び

10由労使協定の締結に当たって、持働者の過半数を
旬、

代表する者と協定している場合、代表者由選出lまど
1 z 3 4 

[のよ…うにしてい、まる場すか合.にIはま弘‘2舘E入iはま必要"
と協定してL

ません.

4 



点倹項目 点検の将来 改警の予定

¥ 

12賃究金会の提一除郎を俊除して支払って1いる場合.法令1:定 Z除 17.， 、そ写会保Al!

(&と帥の4書に叩面つにいよ-r:るl玄労あ、改使る善抑協が定制必【賃要金ので復帥す路.協祖定師}を締嚇結しなしけてれ支ば払な糊り事せん過【半縫数擁代24輔9長}ち. めのあるもの【現金与社会保障制等]のみですか.

Z5瞬時開
ま在、法令に定めがあるもの以外のものを賃金から

控除して支払う犠合‘週半敏代表者等との書簡による 、

組定{賃金控除協定〉を締錯し.社宅書館、その他の祖

な賃除ぶし傘てもかいのらをる徳
てのみを控除の対象としていますか. 法令に定めのあるもの、賃金控除協定を締結し.事理明白なもののみ賃金がら彼除

1 事 s 4 
することとし、過去の不足分については、決回買金支払日である!平鹿 年 月 日l

に支払います

2{133最最低低賃賃令金翁
支払っている 支払ってい芯い わからない Zについては改善が必要であり、3については適用される最低賃金額を確認する必

「事パがーあります.
①臨時に支払われる賃金〈結婚手当等}

3 2 3 l 悼イム労働附肴.アルパイト等制であつても柑労倒蝿差対箪制し法出てkぽlは玄品t丸‘も最とよU剖低1り川貫J金緩以よの2鴛電
o 1か月を超える期間ごとに支払われる賃金 適用があります.最低賃金の適用を提Itる労働者に対してI宜、

【賞与等》 f支払う賃傘豚【叫 金を支払わ制すればなり"せん〈最低貫金法第4条).

( 

③所定外，休日・深夜の労樹に対して支払わ なお‘最低賃金に1立、都道府県内回全労働者1:適用される地培別最低賃金と都道

れる割増賃金 時蜘叩=らよれったて 3薗回 叫目ら、れ過ったて.賃R定金等的 場・{周、 J;!::よ包て所 府県内の特定の'"象の労働者に翠日周される特定{産集別}最低賃金があります.

@精皆勤手当、通勤手当、家旗手当 最低賃金額がわからないとき位、都道府県労働局，，，.持働基準監督署に確認して
【時実間傘隔】

m場合4l E.A門l'年田-聞町vの平m 〈ださい.

(A) 孟|結2a

(13) 

(2)事案塙で最も賃金の低い者の1時間当たりの賃金 最低賃金に漏たない者については、早急に最低賃金額以よの賃金を支払ラとともに.過去

闘I立、い〈らですか. の不足分についでは、次回賃金支払日である|平属 年 月 日l に支払います.

|1I14}時割間増外賃労金働，体目労骨又1ま環夜労働を行わせた
a色匂【

B舎建野"働，時、l間hを帆紐計える四時間外日労.働についてはZ割8分以上.1会定休日における分，以 で国あ拘る万が以」法巳

~いM 又闘れをる1ま， 場合1:ーその時間に対する割噌賃金，.，どのよラ iにしている !に墳しのて剖し守 併瑚と支、をー払鑓市定える時な 体目骨愉については3割5分以上、課夜労勘[午後10時から翌日午前E時の聞の苛

に支払っていますか.

z3E 手I開T当】Lを山泊，eu 
酬をいいます.)についτ"2割5分以上旬割増賃金を支払わなければなりません[詩

第37粂).
なお、法定労冊時間を超える時間外労倒が罷夜労個となる塙合は5割以上、法定休

1 2 s 与 。 日における休日労働が深夜労舶になる場合は6割以ょの割増賃金の支払が必要と

なります[間最).

れ援育手劃る賃網袋目金賃、住I金ま宅算の嘩相入当し縫ま.と臨せな時んるに宛.支傘払にわI志れ、家た族賃手金当、1か海局助を手想当え.る別期居間手ご当と.に子支女t教hわ 割増賃金について適読に支払うとともに、過去の不足分については‘次回C賃金支払日

である|平成年月 日| に文品、計.

5 



点検項目 点検の結果 故普の予定

(2)体日持倒について

3上に割しのて5翻分日増以る率 3翁に割しのて5割分い増朱る'i' 
均問い3よと九割支でをー5払超あ分定わるえ以問るな でめ等の入3令割あて手でし【濃Eている除自分】いがる併を以以忽手‘算を外E上い当伝魁るをわが毎支日が超労せあ月払えそっ働る定るてのてこを鎖休とい領行で

がて休させい.日文なて労Sいい働Aっるを
2-6については、改善が必要です[同条).

割増賃金について適法に支払ラとともに‘過去の不足分については‘'"国司賃金支払日

1 2 3 4 E E 
であ司平成年月 日| i苫払い...-.

【割織賃金の基礎となる賃金の計算(1時間当たりの賃金舗の計算方法)j

-時間給:その額

o.給自給鋪干1日の所定労働時前歎(固によって所定労領時明が港う場合、1週間における1自の平均断定労働時間数}
-月給:月給額+1か月における所定封筒時間数{月によって断定常酔時間舷が異なる塙昔、1年聞における1か月の平均所定労鋤時間敵]【詳細I主下回豊岡]

[月給制{月によって所定労困時間が異なる塙合}回1時間当たりの貫金額回計算倒1

-まず‘労蹴者ごとの1か月平均情定労理由時聞を求め牢す.

〈年間休回教}

1年抑制按".日ーヒコ ~[① 
(1自の所定労O簡略畑11<)

明罰則時開放 区ヨ 時間| =|② 
時間| 巾 R平均所定

労働時開放 3|@ 時間| ÷ '2 l@  時間|

-よ，，@即時間駄を基r=‘労冊者ごとの1時間当たりの賃金却を計算します.

月給額

1時間当たりの賃金額t

l③ 時間

15 60時間超の割増賃金事

J 

1か月60時間を超える時間外労働r=対して支払う |治川賃金崎寧問問附傾向副知 平成22年4月1日以降r=行われた1か月60時間を超える法定時間外労働r=対して
割増賃金原は何%ですか. 5割以ょの割繍寧で計算した割泊賃金を支払ってい伝い場合は.改普が必要です.

i右制中'j企業l帯当出企制一 務友衰の中小企業は適用が措予されます. . 
【表】中小企業の範闘

して〈ださい. ー
業担 貰本金の額 常時使用する労偶者

1か月60時間を超える割増賃金について適法に支払うとともに.過去の不足分につい

てJ~.~回'"貫金支払日である|平成 年 月 日lに支払います.
小売業 5，000万円以下 60人以下

サピス調書 6，000万円以下
または

100人以下

卸売業 1慣円以下 100人以下

その他 Z偲円以下 300人以下

L.: L 

6 



点筏項目 点畿の結果 改奮の予定

1
16 

年次有給体罵についてはどのよラに取もJ繰って

h 歳の休てい年限定る
ど次を与お有り

え
給
暇付法

E

年与次は定

3

て等あを回専い下る数給る
がが

休
. 年限が次な有い
給体

いますか.

労
{1働)通者常の 2 3 

イ(2ム}パ労ー働ト者タ z s 

令、

|平成 年 月 日| 以降、措定どおり回年次有給休暇を与えます.

fz‘eかI月継続勤務し.全労鈎自、，の'.割以上を出動したパートタイム労働者については、ー、

っ沼て所は定下労E助表時2聞にがよ3り0年時次間有以給ょ休の暇者をに与あえっグ副てすはれよば記な義り市ま!こせよんり法3第0時3間9粂朱】粛.の者にあ

署長2

"仕業年骸 0.5 1.5 2. 5 3.5 4.5 5. 5 自.，以上

fサ
。 7 8 9 10 官2 13 15 

与 @ 5 6 e 8 8 10 11 

日 ③ s 4 4 5 e 6 7 
号段
@ 市 2 2 2 3 3 g 

(注}①:所定労働日教が4日又Iま1年聞の所定労働回融が169-216Bの場合

<lJ，所定野働回数散がが3z日又は1年間田所定労働日教が121....168自由場合

!ID，所定労働日 日又"百年聞の所定持働E散が73-120自の場合

@'所定労働日取が1日又Ij;.，年聞の所定労働日数が46-72日仰場合

|平成 年 8 日l以降、法定どおりの年次有給休眠を与えます.

17 

時殿間の単制時閥単位の年次有給体曜の制度を設けていますか.

諜給いが休.眠寵椅を問付時与課む位しのてい年長る次有

3については、改善が必要です.

また‘時間単位の年次有給休眠田制鹿を設庁ている 寝耳F l棚昨年次有給糊叩位一軸に巾帥締結抑制l
場合には労使倫定を締結していますか. なりません.

…一一 l平成 年 月 日lまでに、労使協定を締結します.
眠について5自の範囲内で時聞を単位として与える z 3 

l ことがで寄るようになりました.(法第羽鳥〉

7 



点検項呂

"健康診断

定期健康鯵断を実錯していますか.

19 I寄生委員会

(1)術盆鍾員会を設置し必要な調査審様を行つl

ていますか.

(2)衛生奨員会を開催していますか.

{的関係労助者から意見の聴取を行っていますが・

点検の結果

l諮問;静~I詰ま 15なこと
時期=は lりー定しな

(1)通常の
労働者

(2)パート
タイム奇偶
者

行コていないiい

時 1を理択した可解案i創出3)へ
当 2.3を選択した事業場I剖2)ヘ

4 

‘ 

8 

当たり46時間

改普の予定

(1)遮常の針偶者について

2-4については.'*普が渇宴です.[…省同一{労'樹崎安金術隼お注食第66'条長】入. 
なお、深夜象を含む業務等に常時従事する労働者!こ対しては6かR以内ごとに1固定

期!こ恒康診断を行わなければなりません(労拠安全衛生規則錫46条).

I'l'''' '，'"ヨヨ割に健闘を伽.以後醐的に醐しまれ

(2)パートタイム労働者について

2-4については.改善が必要です.

[…いんても年一仇すれj
，.なりません(労側安全衛生法第66条l.

なお.パートタイム必働者であっても.深夜援を含む梁務等1=従事する労働者に対し | 
ては6か月以内ごとに1回定期に健康診断を4刊?なければなりません【労働安全僚主主規|

刷第46身長】

I'l'''' .. " 81 間以ートタイム労働者向、て健脚腕行い、以後醐
的にヲ経緯します.

4については改善が必要です.

[耕一一使用制労闘のーため!
の拳窓となるべき対続等を飼査審援し.事案者に対し窓見を述べさせるため‘衛生.. I 
員会を11>吋なけれ Zなりません【労働安全衛生法第，.，走、同法制民行令掠9粂l.また、 | 
問髭員会r<.祭月1回以上開催し、1隆司匹の概要を労働者に周知しなければ紅りません l 
t掛踊安全衛生法第，.粂労鋤安全衛生細則貧富22条‘23条l. ) 

匝... " 81までに、術金融会措置し甘.

8について!私改善が必要です.

[ 脚問向……鍵閉鵬即貝陪闘会劃…Iは市山お品町1，;~\"C'1閃川て引一l
間労'樹崎刷iにごよる偉B燦使隙嘗のa妨方止対策のlほまか‘健康齢断の結果1=対する対策やメンタル
ヘルス対策についても間盗容践を仔う必要があります.

巨E王ヨ二日割に、街全委員会胡催し・必要な輔明暗憾します.
2-4については.改善が必要です.l 術拙盆措雲醐員脚 毎制蜘月目1叫 …
まをん.

Zについては.改警が必要です.

f術生委員会を恕けている事業者以舛の事業者は.安全又は衛生に関する事項 1 
lζ温室労剛=よる健康障害を防止するための面接指場等の整備を含む.lについて、 | 
|関係労働者の窓昆を威〈ための機会を股けるようにしなけ制まなりません【労働安全 1 

1術生絹則第23条のU. J 



. 
点倹項目 点倹の結果 司生善の予定

zo医釘による面接指導
("週40時間を超える労働が1か月当たり'00時間 故当芦働者がいる r私 4については、放警が必要です 、b、
を超える労蝿者であって申出のあった者に対Lて医 函鱗指導を実施して1いる 週40時間を超える労働が1か月当たり'00時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認め

師による面揖指導を蝿Eしていますか.
E実.当eい"怠偶凶者 れ働る安と全き衛l弘生徒労2働，6者e切粂申の出包を畏けて箆師による扇槍指導を行わなければおりません{労

EEなf1い、緊
軍機織司撃をい実飽していな

.労働安全衛生規則第5Z1在のz，
医飾'"怠見を聴いている

また、医師による面復指等を行つtd易合‘その結果にS毒づき、当該労働者の健康を

保持するために.必褒な措置について.医師から怠見を聡〈必要があります【労憐

1 z s 4 
安全衛生法第55条の6.労働安全術集匁.M~5Z条のω.

さらに医師の意見を勘案」その必要があると認めるときは‘当跡指園者の嗣青を

考慮して、労働時間の短絡‘深夜寒の闘教の球少等の循置をIltずる必要があります.

(z，面接指導を実施している場合、直近1年におい
人数

なお、医師による面接指導の実胞に当たっては、労働者が労働縄問数を磁隠できる

実時した人数は何人でしたか. 仕組みの整備、申幽様式の作成、申出窓口の限定などの指置を鴎じるとともに労働

戸 者が申出を行いやす〈する句点に立つτその周知徹底を図ることが必要です.
また、適書臓切をに行面う(lこ指とが専必を実要施ですする.ため、衛生雷員会等において、実施方法等につい
Lてt層釜響.. 

|平成 年 月 日|までに、陸当する貯働者について医師による面接指導を実施

します.

l平成年月 日↓割にE帥蜘醐l唱づき聞の闘を由、その怠
見を勘案し‘t島塞があると留めるとき1<.適切な事後措置を鴎じます.

z， 医師による面揖指導[面接指導及び面接
指専に準ずる措置付]をいいます.， て制い度るを殴け

で桟けしてな制射い度いしるたこをと陵よと

る続討中であ 品検討、してい

(1)20以外で長時間にわたる時間外・休日卦髄' 4については、故普が必要です.

を行った労働者民対して医師による軍錦繍場等 31については、速やかに検討の上、改善を図ってください.

を実施していますか.
1 z 3 4 

長時間借冊による健康障害を防止するため、恒取への配慮が必要な者("】について

1<、面控指導等品甚な措置を揖ずるよう膏める必要があり宮す{労働安全1肩車法第55

t叫面接指揮に単ずる措置の例 島町9'.
①労働者"対し保健師等による保健指導を行う.

@復労欝積ll'を抱揮し.必要な労働者に対し函 再 1を選択した事業塙I土【.，へ (..，司(j)，か月当たり60時間超の時間外労働により、疲労の蓄積が認められ、又i立健

後指導を仔う. 司 Zを選択した事業塙はその理由を回入して〈ださい. 康」二の不安を有している労働者であって、011長指導の申出を行った者

@卒業者が車業医寄から事業堀町健康管理に

トl
e却のほか、事業場においτ定められた'"喪な措置の実施に関する基準に院

ついて助言を毘lする.
』

告する労働者

I 。い暗や.臨申す出〈す様時る式銀の指点作零に成時立、っ申制て出そこ窓当の口た周のっ知設て徹怠は底なを開ど図のる制鎗こ置と明をがm働必gず時要る間でと抑すと.もこ留、労で働きる者仕が組申み出のを霊行

また、適切に面接指専を実施するため、衛生震員会等において、真価方法等につい

(z'具体的にどのような刷度を肱It"てい害すか. .1 I時に直間接外指ー休導日等労を働行古ラ川か月苗たり 定即時間【車】を超える労剛者 て翻宏司E臓を行ラニとが必要です. 

{複敏選択可}
d 

圃司①且0時間、O45時間‘@そ田1由{ 時間}

z 申出を仔った労冊者に間接指導需を行ラ |平民 年 月 日|軒1=、脳する労醐について医師による蹄指導鞄喪

その他〈制度の具体的内容を混入して〈ださい} 施するなど.'"要な措置を賦じます.

3 

9 



賃金台帳の作成

労働者名簿、究会台帳を作成し必要事項を"入

していますか.

労働保険の加入

労働保線{労災保閣と雇用保賎}に加仇していま

すか.

労働者をやむを得ず解雇する湯倉に法定の手

続をとっていますか.

退職した労働者が混戦時の庇明書を締求した場

合.交付していますか.

解原の予告をした労働者が解雇理闘の証明書を

筒求した場合、交付して日ますか

単独で加入している

E沈主号鳴E諜贋て慢諮f器怒鵠包謡器鉱5翠智智ErrFF叩顎斡純顎工号号嘘32諮狩;稽骨警智|陪「tP伊作旬札町し目て
f忍叡1LλFた剖隠限z2怨E監.去淵号割|UUZ5F1官
けまEEお|滋2522
2法恕ZlSE2742
223bた|時しτいる

露襟!; 日，

これ言モ房副事夏百三fe-l事雇百亨膏寸~何百F志
の予告をしたをじ右~働者をし:t.::~i持者い
労鈎者泊ら からの ~ijtj: ゐら叫背泳三
続*を!i:lt1;島づき.:rM I~づ 、解雇
たことが怠いJJ震の理由Jのの寝泊之つい

みを具体的 ての底調書を
I:::let院した底交付してもる
瞬薯を交付しが.当銭労個

ている ""ら競*が

z 

なされていな
い事項1:::'つい
ても''''して
いる

4 

10 

巨E互ヨヨ討に労働者名簿

広 4については改警が必要です.

[明容 醐 ? 念胡砧…
その徳利を司医局したものとして、線刻:なります〈労働拠約法第16粂).

やむを得ず労働者を解雇しようとする場合!こは‘少な〈とも30目前に解雇の予

告を行うか.又は予告を行わない場合にlま平崎策会の30自分以ょの解雇予告手当を

支払ラ必要があります【決策20~).

3.4については‘改善が必要です. ー

労硝者が退礁をした場合に.労働者の蹄求により使用者は次の事項の笹問書を交付

しなけれまなりません〈法第zz条第2項).ただし.労齢者の脱求しない事項を犯載して
はなりません{法第zz条3!r3JJ().
由E抑制帆号事務の翠刻、@その事業!訪問地位、@賃金、⑤退職の事由晴嵐

の場合l立、その環盛を含みます.)， 
退職事闘に係るモヂルi且際経明書を線道府県労働局及び労働基隼監督署に備え付
けていますので谷容として〈ださい.

3、4についてl本故笹が必要です.

解雇の予告をした労倒脅から、解思の予告をした固から解雇日までの聞に解麗の

理由についての征問書を瞭求され全域諸合には、i!;1事な〈交付しな1吋‘Ji:なりません

【捻第zz身長調.. 項).
r解雇の翠陶Jについては.具体的に示す必要がありますが.当険労働者の陪求しな

l い事項を記践してはなりません〈涜第zz集第3項).



(一般労働者用;常用、有期雇用型)

労働条件通知書

年 月 臼

盤
事業場名称・所在地

使用者職氏 4
契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり(※) (年月.~-年月 日)

就業の場所

従事すべき

業務の内容

始業、終業の 1 始業・終業の時刻帯
時刻、休思時 (J)始業( 時 分} 終業( 日寺 分)

問、就業時転 [以下のような制度部労働者に適用される場合1
換((1)-(5) (2)変形労働時間制等 )単位の変形労働時間制・交替制として、次0)勤務時岡田

のうち該当す 組み合わせによる.

るもの一つに f始業(時分)糊{時分) (適用日 j 

Oを{れするこ 始端(時分}栴揖{時分) (適用日 〕

じ}、所定時 始業(睡分)終業(時分) (適用日 ) 

間外肯冊の有 (3) 711"，担タイム制，始業且び持業の時刻は労働者の決定に委ねる.

掘に関する事 (ただし、 7昨円・岬イム(始業) 時分から 時分、

項 (終業) 時分から 時分、

'7タイム 時分から時分)

(4)事業場外みなし労働時間制;拍諜(時時分)持業(時分)

(5)裁量労働制;始業(時分) 終業( 分)を基本とし、労働者の決定に番ね

る.

O詳細は、就業規則第条~第条、第条~第}条、第条~第条
z 休憩時間( )分
3 所定時間外労働の有無( 有 無)

体 日 定例目;持週 曜日、国民の祝日、その他(

-非定例日，週・月当たり 目、その他(

o詳l年細単位位、就の変業形規則労働第時晶間制~第の場合蒔一年間 日
、第車~第鼻

休 暇 r年次有給休破 6か月継続勤務した揚合→ 日

継続勤務6か月以内町年1x有給体咽. (有無)

→ か月超過で 日

時間単位年体(有・無)

2 代替休暇(有・無)

3 その他の体"~ 有給{

無給(

O詳細は、就業規則j第条~第晶、第車~第晶

(故買に続く)

賃 金 1 基本賞金イ月給( 円)、ロ日給( 円)

ハ時間給( 円)

ニ 出来高給(基本単価 円、保障給 円7
ホその他( 円)

へ説業規~Ijに規定されている賃金等級等

2 諸手当の額又は計算方法

イ( 手当 円 /計算方法.

ロ( 手当 円 /肝算方法.

ハ( 手当 円/計算方法・

手当 円 /計算方法

3 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賞金串

イ所定時間外、法定超月 60時間以内( ) % 

月60時間超 )弘

所定超 ) % 

ロ休日法定休日( )%、法定外休日( ) % 

ハ課在( ) % 
4 賃金締切日( )ー毎月 目、( )ー毎月 日

s 賃金支払日[ )一毎月 日、( )一軒月 日

R'7一貫労#使."2協2主定主主に主基主主づ.:(く一賞一一金一支-払一時一の一控日除一一(無 .) 有 ) ) 

'8 昇給(時期等

:9 賞与(有(時期、企額帯 無)

。10 退職金(有(時期.金額等 ) . 無)

退職lこ闘す 1 定年制 (有 歳) 無)

る事項 z 継続扇用制度( 有( 歳まで) ， 無)
3 自己都合退職の手続(退職する 日以上前に届け出ること)

4 解雇の事由及び手続

O昨細は、就業規則第舟~第晶、第晶~第晶
その他 -社会保険由加入状況(厚生年金健康保険厚生年金基金その他(

雇用保険の適用( 有 無)

※ 『契約期間Jについて「期間町定めありJとした場合に記入

更新の有無 11 担抽の更新田有無
[自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約四更新はしない・その他 t
Z 契閣の更新は次により判断する.

〔担拘期間町田業糊 鵬成績態度
・会社月経営状況 ・従事している業務の進捗状況

・そ町他(

※ 以上のほかは、当社就業規則による.

-能力

) ) 

) 1 



I記轄要領1
1 労働条件通知書j土、当核封楠者の労働条件の決定について権限をもっ者が作成

し、本人に交付すること.

2 各欄において祖肱項目の一つを選択する揚合には、監当項目にOをつけること.

3.破線内且び二重線内の事項以外的事項は、書面の交付により明示することが骨

由基準法により義務付けられている事項であること.また、退職金に閲する事項、

臨時に支払われる賃金等に関する事項、労曲者に負担させるべきものに関する事

項、安全及び衛生に閲する事項、職業WII障に閲する事項、民害補償且び業輯外の

慣}胃扶助に閲する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事事について

は、当該事項を制度として設けている場合には口頭又は書面により明示する義瀦

があること.

4 労醐契納期間については、労働基植法に定める範囲内とすること.

また、 「契約期間Jについて『期間四定めありJとした場合には、契約の更新

の有無Eび更新する場合又はしない揚合の判断の器申(担数宵)を明示すること.

5. r就業の場所J&び「従事すべき業務の内容Jの欄については、雇入れ直後の
ものを記殺することで足りるが、将来の就業場所や従事させる業務を酔せ網雁的

に明示することは差し支えないこと.

6. r拍業、終講の時刻、体憩時間、就業時転換、所定時間外労働の宥無に関する

事項」の欄については、当該労働者lこ適用される具体的な車件を明示すること.

また、世帯労曲時間刷、フレyクスタイム制、揖量労冊制等の適用がある揚骨に

は、止に留意して記較すること.

-喪形労働時間制適用する変形労働時間制の種類 (1年単位、 lか月単位等}

を記耐すること.その際、交替制でない場合、 「・交替制Jを

=で味消しておくこと.

-フレッタスタイム制ーコアタイム又はフレキシプノレタイムがある場合はその時

間帯の開拍及び持了町時刻を記載す;;;こと.コアタイム及

びフレキシプルタイムがない場合、かっこ書きを=で抹摘

しておくこと.

事業場外みなし労働時間制:所定的始業且び料提0)時刻を記載すること.

・輯量指働制基本とする拍難・持揖時刻がない場合、『拍車 ・ を基本とし、 J

の部分をロで抹消してお〈こと.

・交替制.シフト毎の始業・終業の時刻を記載すること。また、変形労働時間制

でない揖合、 rc 単位の変形労楠時間制・ Jを=で抹消しておく
こと.

7. r.休日Jの欄については、所定体自について曜日又は日を特定しτ毘離するこ

と.

8. r.休暇jの欄については、年政有給休暇は6か月間勤続勤務し、その聞の出勤
率が8割以上であるときに与えるものであり、その付与日教を記載すること.

時間単位年体は、労使協定を締結し、時間単位の年次有結体唄"付与するもの

であり、その制度の有無を記載すること.代替休唱は、労使協定を締結し、措定

超えとなる所定時間外労働が1か月 60時聞を超える場合に、治定割増賃金率四

引上げ分の割構賃金の支払に代えて有給申体畷を与えるものであり、その制度目

宥無を記載すること(中小事業主を除く.).

また、その他の体暇については、制度がある場合に有給、無給別に休曜の種類、

日数(期間等)在記載する主と.

9 前記6、7&び8については、明示すベき事項の内容が膨大なものとなる場合ー

においては、所定時間外労冊の有無以外の事事については、動詰の種頚ごとの拍

車及び持葉町時刻、休日等に関する考え方を示した上、当該労骨b者に適用される

就業規則上の関限条項名を網緒的に示すことで足りるものであること.

10. r賃金』の欄については、基本桔等について具体的な額を明記すること.ただ
し、就諜規則に規定されている賃金等級等位より賃金額を確定し得る場合、当肱

等級等を明確に示すことで足りるものであること.

法定超えとなる所定時間外労働については2割5分、法定超えとなる所定時間

外労働が1か月 60時間を超える場合については5割{中'N事業主を除く.)、

陸定休日労働については3割5分、深夜労働については2割5分、‘怯定超えと

なる所定時間外労働が探液肯働となる揖合については5割、法定超えとなる所

定時間外労働が1か月 60時聞を超え、かつ、時夜労働となる場合については

7割5分(中'J'lt::揖主を除く.)、法定休日労働が深在世偽となる場合につい

ては6割以上田割増率とすること.

破線内田事項t言、制度として設けている揖合に記入することが望ましいこと.

11.退職に関する事項」町欄については、退職の事歯止び手続、解雇の事由等を

具体的に記峨すること.この揚告、明示すA き事項の内容が膨大なものとなる場

合においては、当肱労曲者に適用される就業規則上の関帯条項名を網踊的に示す

ことで足りるもりであること.

なお、定年制を設ける揖合は、 60揖を下回ってはならないこと.
また、 66揖来世0'定年四定めをしている揚合は，高年齢者の65曲(棋)ま
での安定した雇用を碓探するため，止の①から@白いずれかの措置(高年齢者雇

用瞳保措置)を碑じる必耳があること.

①定年の引上げ @継続雇用制度目導入 @定年の定めの廃止

(※ ただし、平成19年4月1日から平成22年3月3;1日までは、 63歳、平

成22年4Jl1日から平成25年3月31sまでは、 64揖であること.) 

12. rその他Jの欄については、当眼労偶者についての社会保険の加入状況及び庖

用保院の適用の有無のほか、労働者に負担させるペきものに関する事項、安全R

v'衛生に関する事項、職業部醐に闘する事事、虫害補慣且v'業萌外田苗摘訣助に

閲する事項、車事且び制裁に関する事項、休職に関する事項等を制度として股け

ている場合!と記入することが望ましいこと.

13.各事項について、就業規則を示し当骸労働者に適用する師分を明確にした上で

就業規則を交付する方法によることとした揖合、具体的に記入することを要しな

u、こと.

本 こ町通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様

式どおりとする必要はないこと.



事業場の名称:

バイクライダーに係る災害発生状況等に関する調査票

| 別添3 --， 

I 総論的事項

(1 )従事者数(雇用契約、請負契約の別を間わず‘ライダーの総数者記戴くださいの)

12500超 12500以下50cc超

平成22年度 人 ふ

平成21年度 人 人

(1 )-2契約の実態

(イ)雇用契約

125cc超 125ce以下50cc超

人

人

5000以下

50cc以下

(ロ)請負契約

計

人 入

人 |人

※年度末時点の数を記入ください。

計

度
一
度

年
一
年

2
-
1
 

2
一2

成
一
成

平
一
平

125co超 125c~以下500c超 5000以下

人

人

人目 e

人

人
一
人

人

人

※年度末時点の数を記入ください。

(1 )-3労災保障の特別加入者(労働者ではない者として、労災保障に特別加入している者)の数

計

平成22年度

平成21年度

125cc超 125cc以下oOcc超

人

人

50cc以下

人

※各年度末時点の数を記入ください。



E 業務内容E災害発生状況等!こ関する事項

※これ以降の質問事項については、請負契約を締結しているバイクライダーについてお答えください。

(1) 125cc誼のバイクを使用する者の業務と125cc以下50cc超のバイクを使用する者の業務の相違点

F 

(1 )-2 125cc超のバイクを使用する者の業務左50cc以下のバイク存使用する者の業務の相違点

z 



』

σ
コ



12500超! 12500以下5000超 5000以下 言十

平成22年度

死亡 件 件 件 件

骨折 1牛 {牛 件 {キ

捻挫旦打撲 件 {牛 {牛 {牛

擦過傷 {牛 {牛 件 件

その他 件 {キ 件 {牛

計 {牛 件 {牛 件

平成21年度

死亡 件 件 {牛 {牛

骨折 {牛 件 件 件

捻挫・打撲 {牛 f牛 {牛 件

擦過傷 {牛 {牛 i牛 {牛

その他 件 件 {牛 件

計 件 {牛 f牛 {牛

(3)バイクライダーに対する安全確保槽雷

4 



r 

請負契約吾諦語LてL屯万平ヲラ二布三I語扉気量125cc以下のバイクを使用するバイクライダー!こ限ります。)について、安全確保のための
措置を講じている場合は、その内容を記載ください(例:安全教育や休憩所の設置など)。なお、総排気量125cc超のバイクを使用するバイク
ライダーは、自ら、貨物自動車運送事業法に基づく安全確保措置を講じる義務がありますが、これらの方々についても同様に安全確保のため
の措置を講じている場合はその旨記載ください。

5 



厚生労働省

労働基準局監督課監督係宛

(FAX: 0 3 -3 5 0 2 -6 4 8 5 ) 

期l添4

平成23年 11丹 15日付け「バイクライダーに係る自主点

検等の実施について」に主り通知のあった件について、下記

のとおり回答します。

記

当事業場では、バイクライダーを使用していません。

蔓茎量盗

匪丘且

童話重宝


